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論 現状から理論へ』弘文堂、1992、p.108
35） 総務省「外国人の受け入れ対策に関する行政評
価・監視－技能実習制度等を中心として－結果
報告書」2013年4月19日
日本の外国人労働者受け入れ政策にかんする一考察
─ 65 ─
がある。
　外国人労働者が一時的な出稼ぎのために入
国しても、結果的にその多くが定住すること
は欧州の経験から証明されている。しかし日
本政府はいまだに単純労働分野にかんしては
短期的な「技能実習生」という建前で外国人
を受け入れているので、彼らが将来日本に定
住するようになった場合のシミュレーション
を考えていない。しかし外国人が日本に定住
すると、年金制度などの社会保障の問題、家
族の呼び寄せの問題、さらには彼らを日本社
会に組み入れるための社会統合政策の問題に
対応しなければならない。しかし現在の日本
政府は「移民」の受け入れは一切認めないと
いう建前に固執しているので、公式に「移民
政策」をとることができない。また日本の外
国人労働者政策が、縦割り行政で、官庁ごと
に立場が異なるので、統一的な移民政策が実
施される体制ではない。このような状況でな
し崩しに大量の外国人労働者を受け入れれ
ば、将来膨大な社会的コストが生じるであろ
う。
（むすびにかえて）
　少子高齢化と人口減少を補充するために移
民を導入するべきだという意見も大きいが、
そもそも現在の人口減少は、20年以上前にわ
かっていたにもかかわらず、少子化対策を実
行しなかったつけが来ているのである。仮に
移民を導入しても、彼らも将来高齢化し日本
の社会保障制度に依存するようになり、また
彼らの出生率も日本人と同じ水準に近づいて
いくことは他国の事例からも明らかである。
低水準の日本人の出生率を放置したまま現在
の労働力人口を維持したいなら永久に毎年膨
大な移民を受け入れ続けるしかない。大量の
移民の受け入れは将来膨大な社会的コストに
つながる。また先進諸国の中で賃金が最低水
準になってしまった日本に単純労働者といえ
ども将来にわたって大量に来てくれるかどう
か疑問である。
　出生率低下の最大の要因は、非正規雇用の
増大など若年層の就労環境の悪化なので、安
い労働力を目的とした外国人労働者の導入は
日本人の労働環境を押し下げ、出生率をさら
に引き下げ、その結果、より多くの外国人を
導入させなければならないという悪循環に陥
る可能性がある。また安い外国人労働者の導
入によって生産性の低い部門を温存させるこ
とによって産業構造の高度化が遅れる可能性
もある。今後、膨大な社会的コストを支払っ
てまで移民を大量に導入するのか、移民の受
け入れは最小限にとどめ、技術革新による労
働生産性の上昇を図り、日本人の労働環境を
改善し、少子化対策にコストを支払い、日本
人の人口回復を目指すべきかの選択がきてい
るといえる。

